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【要旨】

 気候変動に伴う豪雨等による大規模な水害が頻発し、堤防決壊による水害被害は近年でも生じている。被害軽

減のためには、破堤開口部の締切や破堤拡幅の抑制が重要ではあるが、その工法や資材の開発はいまだ十分に確

立はされていない。本報告では破堤後の被害軽減対策として、破堤拡幅抑制工の開発を目的に実物大規模である

十勝川千代田実験水路を用いた実験を行った。実験では破堤拡幅が想定される区間にブロックを群体で設置する

ことにより、破堤拡幅の進行速度を遅らせ、被害軽減につながる可能性を示した。

キーワード：破堤拡幅抑制、根固めブロック、十勝川千代田実験水路

1. はじめに

気候変動に伴い、豪雨よる大規模な水害は世界各地

で頻発し、堤防決壊による水害被害が生じている。近

年では、2012 年 7 月の九州北部豪雨においても基礎地

盤からのパイピングを主たる原因とする堤防決壊によ

る水害が生じている 1)。また、国外では 2013 年のエル

ベ川においても堤防決壊が生じ、大規模な緊急締切対

策を行っている 2)。 
河川堤防の破堤に関する研究は、現地実験 3)や藤田

らによる模型実験 4)、辻本らによる実災害への数値解

析の適用 5)とともに、福岡らによる越水強化対策など

の検討がされている 6)。藤田 7)らは、洪水外力から水

害被害の軽減にいたるまで、減災システム整備という

観点から破堤現象に関する課題を整理している。その

中で破堤被害軽減の重要性を示していることから、破

堤現象を中心として河道と堤防、氾濫原を一体とした

減災対策工法の整備は今後、極めて重要な課題と考え

られる。

 一方で破堤後の減災対策は、樹林帯による氾濫流抑

制に関する検討 8)や破堤拡幅を考慮した水防林の効果

の検討 9)、国外では破堤後の締切工法としてチューブ

を破堤開口部に投入し締め切る工法の検討 10)などがあ

るが、新工法の開発は少ない。また Abdel Sattar11)は、

破堤開口部にヘリコプターにより土のうを投入するこ

とで氾濫流を抑制する工法の模型実験を、Albers2)は、

エルベ川の破堤事例をもとに、バージや土のうを破堤

部の締切資材として用いることの効果を数値計算によ

り検討している。しかしながら、破堤開口部では、水

理条件や堤防及び河床条件が時々刻々と変化している

ため、これらに対して柔軟に対応する工法や資材の開

発については、いまだ充分に確立されていない

 本研究は、破堤後の水害被害軽減対策として、破堤

氾濫流の抑制工法（破堤拡幅抑制工）開発を目的とし

ている。破堤拡幅の早期段階で破堤進行を抑制するこ

とは、水害被害の軽減に対して大きな効果が期待され

るが、破堤開口部口では氾濫流の流速が大きく、氾濫

流量も増加する厳しい流況となる。このような流況に

おいて、堤体の侵食防止や氾濫流の流勢を緩和させる

ための資材は、高流速の流水に耐えることに加え、資

材の調達や施工が容易であることが求められる。そこ

で、一般的に水防資材として備蓄され、災害時には関

係機関の協力のもと、迅速に調達することのできる根

固ブロックを用いることとした。

 一般的な破堤後の緊急復旧対策工としては、はじめ

に破堤口の拡大を防止する欠け口止め工、ついで破堤

口の流速を低減し締め切る荒水止め工、その後破堤口

を締め切るせめ工などを経て、堤防復旧工事が行われ

る12)。一方、本工法では、あらかじめ破堤又は越水が

予測される箇所の下流側にブロックを設置することで、

破堤拡幅や氾濫流量を抑制するものである。すなわち、

破堤拡幅を防ぐための水防工法を兼ね備えた欠け口止

め工であり、加えて緊急復旧対策工に繋がる工法と考

えられる。

実験は、十勝川千代田実験水路13)に実物大の河川堤

防を造成し、既報の実験14)に比べて、河道水位の高い
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条件でブロックの効果が発揮する実験を行った。 
 
2． 実験概要と結果 

2．1 実験概要 

 実験水路の概要及び主な観測項目を図-1 に示す。図

中の各計測機器設置箇所は切欠部を 0m として下流側

をプラス、上流側をマイナスで示す。実験水路は堤防

越流に必要な水深を確保することを目的に、鋼矢板を

用いて水路幅 30m を 8m に縮小し、下流端に堰上げ施

設を設け等流状態とした。そのため、実河川と比べ、

破堤幅の広がりとともに、氾濫流が河道流へ及ぼす影

響が大きくなる可能性がある。河床勾配は 1/500 で整

形し、越水開始までの平均水深は 2.7m、フルード数は

0.47 である。氾濫域は、横断方向に 70m 程度の広い氾

濫域を設定し、地盤高は河道側とほぼ同じ高さとなる

ように整形し、比高差は設けていない。 
 破堤させる堤体は、現地採取した材料を用いて堤体

高3m、天端幅3m、法勾配（表裏）2割で100m築造し、

破堤のきっかけとして深さ0.6mの破堤箇所（切欠部）

を設けた。堤体の締固め度の平均は90%以上である。

堤体に用いた材料の粒度分布は図-2を示す。主に砂礫

分の多い材料で構成されている。また、堤体は裸堤（芝

を張らない土堤）とし、河道内の流水による侵食を防

ぐため、破堤実験区間の表法側には、護岸ブロックを

連節せずに設置した。 
 ブロックは、天端から裏法尻にかけて配置（天端 2
列、裏法面 3 列、裏法尻 1 列）することで、堤体侵食

の防止や氾濫流の流速低減を期待した。設置位置は切

欠部より下流側 10m とし、設置延長は下流側へ縦断方

向に 31.2m とした。実験に用いた根固めブロックの諸

元を図－3 に示す。重さは 2137kg、長さ 1.95m、幅と

高さは 1.14m である。表面には高さ 0.4m、幅 0.6m、

厚さ 0.4m の台形型をした脚部を有しており、ブロッ 
ク同士を噛み合わせると安定しやすくなる形状である。

今回の実験では、144 個のブロックを設置している。

筆者ら 15)の実験結果によれば、クレーンによるブロッ

ク 1 個当たりの設置時間（玉掛け~玉外しまでの工程）

は、理想状態の作業条件で 3 分程度であり、今回の実

験におけるブロックの設置に必要な所要時間は 48 分

程度となる。 
 通水方法については、上流ゲートから一定流量

70m3/sとなるように通水を行い、切欠部から越水させ

た。なお、河道への人工的な給砂は行っていない。 
2．2 観測概要 

 主な観測は、図-1に示すとおりである。水位や流量・

流速を計測するとともに、破堤開口部の水面形や堤体

内部の崩壊状況を加速度センサーにより計測している。

 

 

図-1 実験水路概要 

（上図：通水開始直後の状況、下図：平面図） 

 

図-2 堤体と河床材料の粒度分布 

 

図-3 根固ブロックの形状 
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水位は、電波式及び水圧式水位計で計測した1分毎の値

（5秒毎にデータを取得し、60秒平均を1データとして

いる）である。流量は、破堤実験区間の上下流におい

て、ADCP（Teledyne RD Instruments社 ADCP1200kHz）
を観測船に設置して行った。観測中は測定精度が低下

した場合については、菅野ら16)を参考にVTG情報によ

る補正を行った。 
 流速は、破堤実験区間の上下流地点で、電波式流速

計（WJ7661 RYUKAN）で計測するとともに、PIV解析

を行った。PIVに用いる動画は、クレーン車を用いて

上空約52mの位置から垂直に撮影を行った。画像解析

の解析精度向上等を目的として、トレーサー（緩衝材

のECO SOFT）の散布を行った。標定点としては、水

路や堤防などにロープやボールを設置している。解析

結果の精度については、切欠部から上流50m地点の電

波式流速計で測定した値と比較した。その結果、概ね

同様の値を示していることを確認している。 
 破堤部周辺の水面形については、クレーンを用いて、

上空約52mからカメラ2台により、1分間隔で垂直撮影

（ステレオ撮影）した。標定点は、前述のPIVと同じ

ものを用いている。カメラは有効画素約1510万画素で

あり、偏光フィルターを装着し、水面の乱反射を軽減

している。解析結果の精度については、撮影した30ケ
ースの残差を求めたところ、測量した標定点と解析結

果の座標値の差は、平均で0.033mである。 
 堤体や基盤部の崩壊過程は、加速度センサーをブロ

ック設置区間とその前後の堤体内に重点的に配置し、

計測した。 
 

3． 実験結果 

3．1 破堤幅の時間変化 

 実験中に真上から撮影した状況を図-4に示す。図中

に越水開始からの経過時刻と破堤幅（天端中央間の幅）

を示す。なお、破堤幅Lは切欠部より上流方向の破堤

幅Luと下流方向の破堤幅Ldに区分している。越水開始

後、切欠部ではヘッドカット（Headcut）のような侵食

断面となり、表法肩へ侵食が拡大していく。その後、

切欠部より下流方向へ拡幅し始め、13分後にブロック

設置位置まで到達し、70分後にはブロック設置末端ま

で拡幅した。その後、破堤拡幅がブロック設置範囲

（Ld=10~31.2m）を超えたため、ゲートからの通水を

止めている。 
 今回の実験（以降、CaseA）とブロックを設置せず

同条件で行った島田ら17)の実験結果（以降、Case1）と

を比較する。図-5に破堤幅の時間変化を示す。Luは

マイナス、Ldはプラスで示す。 CaseAはCase1に比べ、

切欠部の高さが0.1m低く、越水開始から切欠より

Ld=5m程度まで拡幅する時刻に違いが見られた。よっ

 

図-4 実験状況 

 
図-5 破堤拡幅の時間変化 
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て、ここでは、Ld=5m到達時刻以降を比較した。図中

の破堤幅は、動画より0.5mピッチで読み取っている。

なお経過時間は実験を終了するにあたり、通水を止め

るためのゲート閉操作を開始するまでの時刻を示す。 
下流方向への拡幅Ldについて、ブロックの効果が現れ

るLd=20mまでの時刻においては、破堤拡幅速度は概ね

同様である。Ld=20m以降では、ブロックがあることで

破堤拡幅速度が低下したことが確認出来る。Case1では

Ld=20m~31mまで拡幅する所要時間は7分であったが、

ブロックを設置した今回の実験では62分であった。こ

のことからも、ブロックを堤防上に設置することで、

下流方向に破堤拡幅する所用時間を長くする効果があ

ることが分かった。 
3．2 水理量の平面分布 

 Case1では前述のとおり、ブロックを堤体上に設置す

ることでLd=20m以降で下流方向へ破堤拡幅する所用

時間が長くなった。そこで、ブロックの効果が現れた

Ld=30m到達時における破堤部周辺の水理量を整理し

た。図-6に流速、水深、無次元掃流力の平面分布を示

す。横断方向の範囲は、表法面中央から裏法尻である。

流速uはPIVによる表面流速である。水深hはステレオ

画像解析による水位Hと図-7に示す加速度センサーの

流出結果（Ld=30m到達時刻に流出したセンサー標高

Hz）より、h=H-Hzから求めた。等流状態は成り立たな

いが、破堤部周辺の土砂の移動しやすさを把握するた

め、無次元掃流力を前述の流速uと水深hからマニング

の式を適用し、(1)式より求めた。 
 

τ*=
sd
hie

=
n2u2

sd50h1/3 (1) 

 
ここで、s:砂粒の水中比重、d:砂粒の粒径（図-2及び堤

防から採取した平均値10.1mm）、h:水深、ie:エネルギ

ー勾配、n:粗度係数（実験水路の値、0.023）、u:流速を

示す。ただし、ブロック上面と河床では粗度が異なる

が一定値としている。 
 流速について、天端間の分布を見てみると破堤口の

下流端Ld=30mに比べ、Ld=10m~20m付近が相対的に流

速の速い主流部となっていることが分かる。これは図

-6の破堤口の下流端で見られるように、堤防上から落

下したブロックが積み上がることで、流水に対する抵

抗が増加し、流速が遅くなったことが分かる。水深に

ついては天端間に比べ、裏法側が深い傾向なっている。

また、Ld=10m~20mの水面下にはブロックがあるが、

破堤口下流端に比べ、水深が深いことからブロック下

部の土砂が吸い出され河床高が低下したと考えられる。

流速と水深の傾向より、氾濫流は破堤口下流端Ld=30m
に比べ、Ld=10m~20m付近に多く分流していると推察

される。また無次元掃流力の結果からも、土砂の移動

についてはLd=10m~20m付近が大きいと推察される。

よってブロックの効果により、破堤口下流端Ld=30m
では氾濫流が抑制されていると考えられる。 
3．3 実験後の地形 

 実験終了後における河道と堤体の侵食、堤体や河道

内から氾濫域へ流出した土砂の堆積状況を図-8に示す。

下図に実験終了後にレーザースキャナと横断測量によ

って計測した初期河床高と実験終了後の標高差を示す。

破堤拡幅速度が低下したLd=20m付近では非堆積域が

形成され、その上下流側は堆積域である。氾濫流の流

出はこの領域で多かったと考えられる。河道について

は上流側の河床が大きく洗掘され、氾濫域は土砂が広

く分散している。一方、河道下流側では土砂が堆積し

ている。これは破堤開口部にブロックがあるこ

 

図-6 破堤拡幅抑制時の水理量平面分布 

 

図-7 加速度センサーの配置図 
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とで、河道上流側で洗掘された土砂が氾濫域へ流出を

抑制し、下流側へ流送された可能性がある。よって、

破堤口下流端の河道側では、ブロックが無い場合に比

べ、河床高が高くなることで水位が高くなったことが

推察される。そこで、CaseAとCase1の河道の河床高、

破堤幅毎の河道の平均水位を比較する。 
 図-9に実験終了後の横断測量結果からを求めた河道

中央の河床高を示す。切欠部より上流側はマイナス、

下流側はプラスを示す。図-10に破堤実験区間における

破堤幅毎の水位の平均値を示す。図-1に示す水圧水位

計と電波式水位計から求めた。前述のとおり、破堤開

口部にブロックがあるCaseAではブロックを設置して

いないCase1に比べ、Ld=10m以降の河床高は高い。河

道と氾濫域の水位についても、CaseAはCase1に比べ、

高いことが分かる。土砂の堆積に加えブロックの抵抗

により水位が高く保たれたと推察される。 
 このように破堤拡幅に関し河道水位は外力として大

きく作用する。よって、今後は河道水位や落掘領域、

堤体高などの堤体条件から、破堤拡幅の抑制効果を定

性的に評価していく必要がある。 
 

4． まとめ 
 本研究では、実物大の堤防を越水破堤させ、破堤箇

所より下流側の堤防上にあらかじめ設置したブロック

による破堤拡幅の抑制効果について検証を行った。 
 天端から裏法尻にかけてブロックを設置することで、

ブロックを設置しない場合に比べ、破堤拡幅の進行時

間を遅らせることが分かった。 
 しかし、川幅や洪水継続時間、堤体や地盤の材料特

性及び地形諸条件等により、破堤拡幅が上流側に及ぶ

可能性があるので、設置位置については注意が必要で

ある。また出水時の堤防は長時間にわたって河川水位

の高い状態が続くことや、降雨の継続によりぬかるん

だ状態になると想定されることから、実際の水防活動

への適用には注意が必要である。 
 今後は、効率的に破堤拡幅・氾濫流量を抑制するこ

とが出来るように、河道条件や堤内地の地形条件、ブ

ロックの効率的な設置条件など、縮尺模型実験や柿沼

と清水による、破堤拡幅の数値計算モデル20)を用いて

検証していく予定である。 
 
謝辞：本実験を行うにあたり、十勝川実験水路アドバ

イザー委員会と同実験検討会より、多くの助言を頂い

た。ここに記して謝意を表します。 
 
 
 

 

図-8 実験終了後の地形 

（上図：上空写真、下図：初期河床高との差） 

 

図-9 河道中央における河床高の比較 

 
図-10 河道水位の比較 
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Abstract: For the purpose of mitigating flood damage by overflow from a levee breached, the authors conducted an 
experiment using the full-scale levee at the Chiyoda Experimental Flume on the Tokachi River. The scale of the flume is 
1300m long and 30m wide, accompanying a flood area of 80m width. In the experiment works, a group of blocks were 
installed on the slope of the levee 10 m downstream from the artificial breach, and water was let flow from upstream. After 
the water was let flow, when the breach progressed downstream to the concrete armor blocks, the blocks protected the failure 
levee. The downstream progress of breach was expected to be arrested by the concrete blocks which were expected to weaken 
the inundation flow from the channel. The control effects by the concrete blocks were examined. The authors concluded that 
placing concrete blocks on a downstream slope of levees can control levee breache flow effectively. 
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